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はじめに
日本経済の世界経済に占める GDPシェアの減少、一人当たり GDPランキングの低下など
にみられるように、日本経済の相対的な落ち込みが鮮明になっている。そのことは東南アジア
でも起こっている。東南アジアは伝統的に日本の経済力が圧倒的な優位性を保っていたところ
であるが、ASEAN（東南アジア諸国連合）と中国の貿易額が ASEANと日本のそれを 2007 年
以降上回るようになってきている。とりわけ、東南アジアの移行経済すなわちカンボジア、ラ
オス、ミャンマーそしてベトナム（英語表記の国名の頭文字をとって CLMVと称される）で
は着実に中国の影響が強まっている。しかし、子細にみると国ごとにそれぞれの影響力に相応
の差異がある。こうした違いがどうして生じたのであろうか。その一因は援助政策を核とする
外交政策にあることは確かであろう。
＊　近畿大学世界経済研究所教授
 立命館国際地域研究　第32号　2010年10月 85
86 西澤　信善：メコン地域開発と日本の政府開発援助（ODA）
本稿は、メコン地域の開発に対する日本の政府開発援助（ODA）について考察するとともに、
貿易、投資、援助などの面で急速に中国の影響が強まっている現実を分析する。さらに、ミャ
ンマーとベトナムを取り上げ、ODA政策が日本のプレゼンスに深く関わっているということ
を明らかにする。
1．メコン地域開発と日本のODA
日本政府は第二次大戦後一貫して東南アジアを含む東アジアを外交の重点地域として支援し
てきた。現在においてもその方針に大きな変更はない。外務省の公式文書は、「アジアは伝統
的に外交の重点としてきた地域であり、ODA大綱もアジアを重点地域として」おり、「とりわ
け東アジア諸国は日本と政治・経済・文化等あらゆる面において緊密な相互依存関係にあり、
東アジアの発展と安定は日本の安全と繁栄にとって重要な意義を有している」とこの地域の重
要性を謳っている（外務省 f　2005）。この地域に対する日本政府の関与は、ビルマ（現ミャン
マー）、インドネシア、フィリピンなどに対する賠償とそれに準じる経済協力をもって本格化
した。賠償という性格上、日本の公的支援は必ずしも社会主義国を排除していたわけではない
が、タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシアなどの自由主義体制ないしはそれに近い体
制をとっていた国々に対する支援に重点が置かれていたといってよいであろう。事実、ベトナ
ムでは南の政府に援助が実施された。周知のようにインドシナ半島ではタイを除いていずれも
社会主義体制の樹立を志向していた。そして、この地域に対する日本の支援が本格化したのは、
東南アジア社会主義国の改革開放政策への転換および 1990 年前後の冷戦終結という大きな国
際環境の変化を受けてのことであった。
日本政府は 1990 年代になるとある一定の発展段階に達した ASEAN6（タイ、マレーシア、
シンガポール、インドネシア、フィリピンそしてブルネイ）から改革開放を打ち出したメコン
地域の国々に援助の重点を移した。現実に日本政府は 90 年代以降、経済制裁を課したミャン
マーを除いてベトナム、ラオス、カンボジアの市場経済化を積極的に支援してきた。ベトナム
への支援が再開、本格化したのは 1992 年のことであった。1995 年から 99 年にかけてベトナム、
ラオス、ミャンマー、カンボジアが順次 ASEANに加盟し、ASEAN10 カ国体制が完成した。
これによって ASEANは人口約 6億人、インドに匹敵する経済規模をもつ一大経済圏になった。
しかし、ASEAN諸国は、1997 年 7 月のタイ・バーツの切り下げに端を発したアジア通貨危機
に見舞われた。この危機によって ASEAN各国は大きな経済的ダメージを受けたが、他方で、
この地域の経済協力、統合の機運を高める結果をもたらした。ASEAN共同体や東アジア共同
体構想が現実化してきたのもこの流れと無縁ではない。日本の支援も統合に重点を置くように
なってきている。もともとメコン地域は冷戦の終結によってもたらされた開発のニュー・フロ
ンティアとして注目されたのであるが、現在は開発の遅れが統合の障害になるという観点から
 立命館国際地域研究　第32号　2010年10月 87
経済格差の是正がこの地域の重要課題となっている。
このようにメコン地域に対する日本の国際協力が本格化するのは 1990 年代に入ってからの
ことである。1991 年のパリ和平協定締結で長らく紛争の絶えることなかったカンボジアにも漸
く和平が訪れた。まさにメコン地域の開発は、「平和の配当」（アジア開発銀行）であったとい
えよう。特に 1992 年はメコン地域各国の協力と開発にとって画期となった年である。この年、
シンガポールで開催された第 4回 ASEAN首脳会議は ASEAN自由貿易地域（AFTA）の創設
を決め、ASEAN（当時のメンバー国は創設時の 5カ国とブルネイを加えた 6カ国）の地域統
合に向けて動きだした。また、アジア開発銀行（ADB）は、大メコン圏（Greater Mekong 
Subregion: GMS）プログラムを提唱し、中国雲南省（後に広西チワン族自治区が加わる）と
タイ、CLMVを包含するメコン地域の総合的開発を打ち出した（ADB 1994）。前述のように、
この年は市場経済化に踏み切ったベトナムに対する日本の支援が本格化した年でもあった。
とりわけADBのGMSプログラムの提唱は、メコン地域の開発に大きなインパクトを与えた。
それまでこの地域の開発はそれぞれの国が独自に開発を進めていたが、GMSプログラムの実
施によって分断されていた各国間を物理的に結び付け地域全体が浮揚するような開発を志向す
るようになった。このプログラムの一つの特徴は、連結性（connectivity）の重視である。こ
の地域 6カ国のモノ、サービス、ヒトの交流を促進する目的で、道路、鉄道、空港、送電線な
どの国と国を結ぶインフラ整備に重点が置かれた。日本政府も市場経済化と改革開放を進める
CLMVを支援の重点国と位置付け、各国の援助を増大させると共に国境をまたぐ東西回廊や
南部回廊などの国際道路や橋梁建設などに円借款や無償資金協力を供与してきた。
1997 年に東南アジア諸国はアジア通貨危機に見舞われ、この地域は深刻な経済停滞を経験す
る事になった。他方、この危機は ASEANと日中韓の協力の必要性を認識させ、これはやがて
東アジア統合の動きにつながっていく。1997 年 12 月には ASEAN＋ 3（日中韓）首脳会議が
初めてもたれた。通貨危機の対策が会議の主要テーマであった事はいうまでもない。この
ASEAN＋ 3首脳会議は翌年以降、定例化され毎年開かれるようになった。東アジアの協力と
統合を推進する枠組みとして重要な役割を担う事になる（東アジア共同体評議会　2005）。メ
コン地域の開発は東アジアの統合という新たなコンテクストで捉えなおされるようになった。
ASEAN DIVIDEというターミノロジーが、ASEAN6 と CLMVとの経済格差が ASEANの統
合ひいては東アジアの統合に妨げになるという文脈において意識的に使われるようになった。
ASEANは 2003 年の首脳会議で、1997 年 6 月の非公式首脳会議で公表した「ASEANビジョ
ン 2020」の具体化を推し進める形で、2020 年までに安全保障共同体、経済共同体、社会文化
共同体の三つの共同体よりなる ASEAN共同体を打ち出した（外務省 a　1999）。この完成年
は 2015 年に前倒しされた。そして、2004 年ビエンチャンで開催された ASEAN首脳会議で同
共同体の道筋を定めたビエンチャン行動計画を採択した（外務省 b　2004）。日本も同構想を
支援する目的で日本 ASEAN統合基金（JAIF）を設置した。これによって新型インフルエン
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ザが発生した場合に備えた抗ウィルス剤および防護用品の備蓄、テロ対策支援事業、21 世紀東
アジア青年大交流計画などの事業が実施されることになった。日本のこの地域に限定した開発
に注力したものとして、2007 年に打ち出した「日本・メコン地域連携プログラム」がある。こ
のプログラムは三つの目標、すなわち、日本とメコン地域の連携のさらなる強化、持続的な経
済成長、人々の生活の向上などを掲げている（外務省 d　2007）。これを受けて 2008 年 1 月に
日メコン外相会議が開催され、2009 年を日メコン年に設定すると共に ODAと貿易・投資との
有機的連携、青年招聘計画、東西回廊物流効率化支援などを打ち出した。
日本政府の開発計画で注目すべきものに、2009 年 4 月の「アジア所得倍増計画」がある。こ
れは 2020 年までに東アジアの経済規模（GDP）を現在の 12 兆ドルから 24 兆ドルへ倍増させ、
アジアの活力を日本経済の活性化に結び付けようとする野心的な計画である。アジアの成長力
を強化することを目的に、①各国が取り組むものとして、基礎インフラの整備、内需拡大のた
めの構造改革、人材育成などの支援、②地域協力を推進するものとして、ASEAN統合の推進、
貿易投資の円滑化、広域開発の促進、金融市場の育成、などを具体的に挙げている。ここでは、
特に、インフラ整備と産業振興の連結、民間資金を活用した仕組みの構築、官民連携の制度整
備、貿易の円滑化と制度整備、成長力強化のためのビジネス環境の整備などに重点が置かれて
いる。すなわち、産業開発に主眼をおき、規制緩和などの制度改善を進めながら、道路・港湾
などの広域インフラの整備および工業団地の造成を進めるというものである。他方、メコン開
発に関しては、メコン総合開発を各国の協力を得て策定すること、メコン地域とインドとを結
ぶ物流インフラすなわちメコン・インド産業大動脈を整備する構想が提起された。このアジア
経済倍増計画に総額 670 億ドルが拠出される。その内訳は、ODAで最大 200 億ドル、貿易保
険枠 200 億ドル、環境投資支援イニシアティブ 50 億ドルそして貿易信用補完への貿易金融支
援 220 億ドルとなっている（外務省 f　2009）。
2009 年 11 月、日メコン首脳会議が東京で開催された。この会議で①総合的なメコン地域の
発展、②環境・気候変動への対処、③脆弱性克服のへの対応、協力・交流、の三つを三本柱と
して取り組みを強化することを確認した。①の総合的なメコン地域開発では、ハードおよびソ
フトのインフラ整備、官民の協力・連携強化、地域横断的な経済制度整備支援を打ち出した。
②では、「緑あふれるメコン（グリーン・メコン）に向けた 10 年」イニシアティブを打ち出し、
持続可能な森林経営、省エネルギ ・ークリーンエネルギー、水資源管理の分野で一層の資金的・
技術的支援を強化すること、また、③の脆弱性の克服では、保健・衛生、基礎教育、感染症対策、
地雷およびクラスター弾を含む不発弾処理といった分野での協力を推進すること、協力・交流
では、議員交流、観光促進、文化遺産保護を含む分野で交流を深化させることで一致、メコン
地域各国から青少年ら約 3万人を招聘すること、などが決められた。また、経済格差、環境・
気候変動、感染症、自然災害といった人間の安全保障上の問題にも適切に対応し、人間の尊厳
を重んじる社会の構築を目指すことを謳った。これらの事業を実施するため、メコン地域を日
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本の ODAの重点地域とし、メコン地域全体およびカンボジア、ラオス、ベトナムに対する
ODAを拡充し、地域全体で向こう 3年間に渡り 5000 億円の ODAを実施することを表明した。
これらはこの会議の成果として発出された「東京宣言」にまとめられている。また、具体的な
取り組みとして「日メコン行動計画 63」を定めている（外務省 g　2009）。
2．メコン地域における日中の競合
1）強まる中国の影響
他方、中国が本格的に東南アジアに関心を向けるようになったのは、1990 年代に入ってから
のことである。中国ではこの時期になると開発で先行した沿岸部などの地域と内陸部とでは格
差が目立ってきた。内陸部の開発が大きな課題として浮上してきたのである。東南アジアとの
関係改善が進んだのもこの時期からである。格差是正を目指して、「10 大経済区」、「7大経済
地帯」、「三沿戦略」などが提唱された（上野　1994）。しかし、これらの効果が不十分とみた
政府は、1999 年に「西部大開発」を打ち出した。これは四川省、重慶市、貴州、広西チワン族
自治区などを含み、インフラ建設の加速、農業基盤の強化、工業構造の調整、観光業の発展な
どを目指していた（加藤　2003）。すなわち、東南アジアと隣接または近接する辺境地域は、
開発で先行した東南アジアとの経済関係を深めることによって経済発展を志向する方策をとっ
たのである。とりわけ、中国と国境を接するミャンマー、ラオス、ベトナムなどとは道路、橋
梁建設などのインフラ整備を通じて着実に関係を深めていった。
今世紀に入り、中国は東南アジアに更なる経済攻勢を強めている。2002 年には ASEANと
の間で「包括的経済協力に関する枠組み協定」を締結し、自由貿易地域に向けて動きだした。
2010 年には両地域は自由貿易地域となった。中国と ASEANの貿易は順調に発展し、2007 年
以降中国の対 ASEANの貿易額は日本のそれを上回るようになってきている。第二次大戦後の
東南アジアは、日本が貿易、投資、援助を通じて各国と緊密な関係を形成し、わが国の影響力
が圧倒的に強かった地域である。だが、中国は地理的優位性や人的ネットワークを通じて貿易、
投資を増大させている。現在、ASEANとの貿易をみると中国側の赤字、ASEAN側の黒字となっ
ているが、CLMVに限定してみると中国側の黒字、CLMV側の赤字になっている。CLMVか
らは鉱産物、農産物、木材などの一次産品が輸出されているが、他方、中国からは安価な工業
製品や雑貨が流入してきている。2009 年には中国外務省は ASEANに今後 3～ 5 年間で総額
150 億ドルを融資することを公表した。そして、インフラ整備やエネルギー開発推進のため
100 億ドル規模の「中国―ASEAN投資協力基金」を設立することを明らかにした（「日本経済
新聞」2009 年 4 月 13 日付け）。CLMVでは着実に中国の影響を強まっている。とりわけミャ
ンマーは中国の南下政策の突破口となったところである。現在、東南アジアで中国の影響力が
もっとも顕著になっているのがミャンマーである。中国はミャンマー国軍のクーデターによる
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政権奪取は国内問題として不問に付し、関係改善を進めてきた。他方、中越戦争などで決して
関係のよくなかったベトナムとも 1991 年には国交正常化をはかり、関係改善の手がかりをつか
んだ。中越間の貿易、投資は急速に発展している。現在、ベトナムの第一の輸入相手先は中国
となっている。ラオス、カンボジアでも経済援助や直接投資を通じて、中国の影響力が着実に
高まっている。
これまで見てきたところから明らかなように、日本政府は東アジアの最重点地域の一つとし
て支援を強化してきた。しかしながら、近年、ASEANとの貿易額では中国に抜かれるなど日
本の相対的な地位の低下が目立ってきている。とりわけ、CLMVではその傾向が顕著である。
2）ミャンマー：日本にとって代わる中国
現在、CLMVの中でもっとも中国の影響が強いのはミャンマーであろう。1988年、ミャンマー
では大規模な反政府民主化運動が起こった。1962年3月、軍事クーデターで権力を掌握したミャ
ンマー国軍のネーウィン将軍は、以来四半世紀にわたって、社会主義経済体制の樹立を志向し、
生産手段の国有化、農業の国家管理化など社会経済の社会主義的改造に取り組んできた。その
社会主義はビルマ式社会主義と称される。しかし、一向によくならない経済と抑圧的な政治体
制に反発して国民が立ち上がったのが 1988 年の反政府民主化運動であった。日本および欧米
諸国は軍が民主化運動を弾圧して権力を掌握したことに反発し、経済制裁を課した（西澤　
2000）。しかし、ミャンマーは反政府民主化運動が起こる 1988 年までは、日本が圧倒的な影響
力を保持していたところである。日本のミャンマーに対するコミットメントは 1954 年の日緬
平和友好条約および賠償協定の締結に遡る。賠償が終了するとそれに代わって準賠償および経
済協力が実施され、日本はトップ・ドナーとしてウ・ヌー政権（1948 － 62 年）およびネーウィ
ン体制（1962 － 88 年）を支え続けてきた。この間、1988 年まで 18 次にわたる円借款が供与
され、その総額は 4500 億円に上る。それまで、日本とミャンマーは経済援助を通じて太い絆
で結びついていたのである（桐生・西澤　1996）。
こうした状況が一変するのが、1988 年の軍のクーデターによる権力掌握である。日本および
欧米諸国は軍の武力による民主化運動の鎮圧に反発を強め、経済制裁を課した。日本は欧米諸
国と歩調を合わせ、ODAによる経済支援を凍結したのである。このことが結果的には西側諸
国のミャンマーに対する影響力を大幅に低下さす原因となった。軍は権力掌握とともに直ちに
政府機能を担う国家法秩序回復評議会（SLORC）を発足させ、総選挙の実施、社会主義の放
棄（市場経済の導入）、外国投資法の制定、国境貿易の公認などの政策を打ち出した。公約ど
おり SLORCは 1990 年 5 月総選挙を実施したが、反軍政の立場をとるアウンサン・スーチー
女史の率いる国民民主連盟（NLD）が議席の 8割を獲得し圧勝した。しかし、軍政は権力を
移譲する前に憲法を制定する必要があるという口実を設けて権力移譲を拒否した。憲法制定の
ための国民会議が招集されたのが、1993 年のことである。アウンサン・スーチー女史は 1989
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年に自宅軟禁の措置がとられ、1995 年にいったん解放された。その後も抱束と解放が繰り返さ
れ、現在も自宅軟禁の状態におかれている。日本および欧米諸国は基本的には経済制裁の立場
を崩していない。
経済に目を転じると、社会主義時代に比べると経済成長率は高くなり、活性化していること
は間違いないだろう。この 20 年あまり改革開放に着手し、市場経済化の進展もみられる。
1992 年から 2005 年まで 3次の経済計画を実施してきており、現在は第 4次の経済計画（2006
～ 2010 年）の実施期間中である。第 4次経済計画では、①農業をはじめとする産業の発展、
②産業発展を支える電力・エネルギーセクターの発展、③農業・畜産業・水産業の発展による
国内需要の充足と輸出促進、④バイオーディーゼルによる燃料油等の代替、⑤教育と保健・医
療改善による人的資源開発、⑥国境地域および農村地域開発の継続、などを打ち出している（外
務省国際協力局編　2007）。今世紀に入り天然ガスが有力な輸出品に成長し、長年、苦しんだ
外貨不足から解放された意義は大きい。いまや資源立国を志向している。第1表に示すように、
2006 年は輸出が輸入を大きく上回り、大幅な黒字を計上している。しかしながら、現在なお
1987 年に国連によって認定された最後発国（LDC）のステータスを抜け出しておらず、その
発展をあまり過大に評価するのも問題である。（第 1表）
日系企業の投資を見ておこう。総じて言えば、経済制裁を課す日本政府の立場を反映して日
系企業のミャンマーへの投資も低調である。2006 年 3 月末までの外国投資の累計額を見ると、
日系企業のミャンマー投資額は 2億 1500 万ドル程度にしか過ぎず、順位も第 10 位である。か
つてはミャンマーへ進出した企業の製品に対する不買運動が起こされ、それも投資意欲を低下
さす要因となった。また、為替の複数レート制、インフラの未整備（特に電力不足）、度重な
る制度の変更などの投資環境の悪さも決して無視できない。（第 2表）
しかしながら、「我が国としては、ミャンマーが、民主的で市場経済に立脚した、社会的に
安定した国となることが重要と考えており、同国を ASEANの繁栄・安定・統合に貢献する国
として確立していく観点からも、着実に民主化を進めていくことが重要である」との立場から、
大々的な援助は控えているもののさまざまなチャンネルを通じて民主化促進、人権状況の改善
を働きかけている。特に、2003 年のスーチー女史の拘束に際しては、新規の経済協力案件につ
いては見合わせる措置をとっている。現在も経済制裁を継続中であるが、「緊急性が高く、真
に人道的な案件、民主化・経済構造改革に資する人材育成のための案件、CLMV諸国（略）
もしくは ASEAN全体を対象とした案件については、ミャンマーの政治経済情勢を注意深く見
守りつつ、案件内容を慎重に吟味した上で順次実施する」としている（外務省国際協力局編　
2007）。最近の形態別援助実績を第 3表に示しておく。（第 3表）
日本に代わり影響を強めているのが中国である。中国は民主化や人権問題は内政問題であり、
それに関与することは内政干渉にあたるとして一切批判的な言動は避けてきた。それどころか
中国はむしろ欧米の制裁によって苦境にたたされ、かつ国際社会での孤立化を余儀なくされた
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第 1表　ミャンマーの主要国・地域別輸出入（2006 年）
（金額：100 万チャット）
金額 構成比（％） 伸び率（％）
輸出総額 30026.1 100.0 45.4 
タイ 13533.8 45.1 72.0 
インド 4217.2 14.0 48.4 
中国 3530.4 11.8 66.1 
香港 2316.6 7.7 55.7 
シンガポール 1047.9 3.5 -31.6 
日本 952.4 3.2 20.5 
マレーシア 507.6 1.7 -6.1 
インドネシア 506.4 1.7 33.1 
ドイツ 430.0 1.4 18.2 
韓国 353.8 1.2 57.9 
輸入総額 16835.0 100.0 46.2 
シンガポール 5928.0 35.2 83.0 
中国 4185.8 24.9 54.1 
タイ 1749.4 10.4 27.1 
インド 916.5 5.4 97.0 
日本 896.3 5.3 46.8 
マレーシア 634.5 3.8 -21.8 
インドネシア 539.8 3.2 60.6 
韓国 486.9 2.9 -2.4 
米国 248.1 1.5 -48.1 
ドイツ 175.1 1.0 42.6 
JETORO『ジェトロ貿易投資白書 2008』　228 ページ
第 3表　日本の援助形態別実績
（単位：億円）
年度 円借款 無償資金協力 技術協力
2004 - 9.09 20.41
2005 - 17.17 20.15
2006 - 13.54 21.11
2007 - 11.81 20.02
2008 - 41.29 19.36
累計 4029.72 1839.18 379.27
出所） 外務省国際協力局編『政府開発援助（ODA）
国別データブック 2009』　98 ページ
第 2表　認可外国投資（2006 年 3月 31 までの累計）
（金額：100 万ドル）
年度 円借款 無償資金協力 技術協力
1 タイ 57 7375.623 
2 英国 40 1569.524 
3 シンガポール 70 1434.213 
4 マレーシア 33 660.747 
5 香港 31 504.218 
6 フランス 3 470.370 
7 オランダ 5 238.835 
8 米国 15 243.565 
9 インドネシア 12 241.497 
10 日本 23 215.283 
出所） 外務省国際協力局編『政府開発援助（ODA）
国別データブック 2009』　98 ページ
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ミャンマーに支援の手を差し伸べてきた。事実、中国は欧米の制裁で大きく減った経済支援を
穴埋めするかのように道路、橋梁、発電用ダムなどのインフラ整備を中心とする援助を増大さ
せてきた。もちろん、決してミャンマーが一方的に中国を必要としたのではなく、中国にとっ
てもミャンマー接近は重要な意義をもっていたのである。中国とミャンマーの蜜月ぶりを示す
最近の動きとして、2009 年 12 月の習近平国家副主席のミャンマー訪問がある。中国外務省は、
「ミャンマーとの友好、協力関係の構築は、中国外交政策の重要部分をなす」とミャンマー訪
問の意義を強調している。習副主席はタンシュエ国家平和発展評議会議長およびマウンエイ副
議長とそれぞれ会談した。両国は、原油パイプラインの独占的敷設、運営権を中国石油天然ガ
ス（CNPC）に付与する契約に調印した。そのほか、貿易開発、運輸インフラ、技術協力、機
械調達、金融協力、水力発電所建設に関する覚書、協定を交わした（MFNL　2010/01）。
両国はいわばWin-Winの関係にあるが、中国側からみたミャンマーの重要性は何か。それ
らは次の三点にまとめることができよう。その第一は、しばしば指摘されるところであるが、
ミャンマーはインド洋に到るルートにあたるという経済的な重要性である。インドはそう遠く
ない時期に世界有数の大マーケットに変貌するのは必至であり、中国にとってインドが重要な
貿易パートナーに浮上してくるのは時間の問題であろう。また、中国は中東・アフリカ諸国と
も貿易、投資を通じて関係が深まっている。たとえば、これらの地域からの原油がマラッカ海
峡経由ではなく、現在工事が進められているミャンマー領内通過のパイプラインを通じて中国
西南部に送られる。その経済的意義はきわめて大きいといえよう。第二に、ミャンマーは中国
にとって重要な資源供給国ということである。とりわけ注目されているのが、ベンガル湾で開
発が進む天然ガスの供給である。現在、中国とミャンマーの貿易はミャンマー側の大幅な赤字
になっているが、天然ガスの輸出が始まれば数十億ドルの収入が見込まれ赤字解消の切り札に
なる可能性が高い。天然ガスの輸出は 2012 年ないし 13 年頃に始まるものと見られている。い
まのところ、ミャンマーからの主要な輸出品は木材や農産物であるが、最近、中国企業が進め
ている鉱山開発が順調にいけばニッケルなどの鉱物資源なども有望視されよう。第三に、マー
ケットとしてのミャンマーである。廉価製品ならば中国が圧倒的な強みをもっている。上述の
ように、ミャンマーからは一次産品が輸出されているが、中国からは工業製品や雑貨などの日
用品などが流入してきている。人口 5千万人強を擁するミャンマーは、人々に購買力がつけば
市場として決して小さいとはいえないのである。
このように中国側からしてもミャンマーと良好な関係を築く意義は、十分にあるといえよう。
国際非難を浴びながらも中国が積極的にミャンマーの現軍政を支援してきた理由もここにあ
る。中国の支援状況は詳細が明らかにされていないために概要しか把握できないが、道路、橋、
水力発電ダムなどのインフラ整備、直接投資としてパイプラインの敷設、鉱山開発などが中心に
なっている。2008 年度の国別投資額をみると、中国が昨年比 5.7 倍の 9 億 8490 万ドルで第一
になっている。
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中国のミャンマー・プロジェクトでもっとも注目されているのはパイプラインの敷設で、
2009 年 3 月に合意文書に調印されている（MFNL　2009/04）。天然ガス用と石油用の二本のパ
イプラインが、インド洋に面するミャンマー・ヤカイン州のチャウピューからマンダレー近郊
を通り、中国領の端麗を経由して雲南省の省都・昆明まで敷設される。パイプラインの起工式
は 2009 年 10 月 31 日に行われ、天然ガス用パイプラインは 2013 年、石油用のパイプラインは
2015 年の完成が見込まれている。全長は 771km、原油の年間輸送量は 1200 万トンで精製は昆
明で行われる。現在、中国の石油の輸入依存度は約 5割に達しているが、輸入原油の 8割は中
東アフリカ産である。これらの石油はマラッカ海峡を経由して中国に送られているが、それが
ミャンマー・ルートに切り替われば輸送日数およびコストの面および安全性の観点からも重要
な意義がある（「毎日新聞」　平成 21 年 11 月 6 日付け）。しかし、現在、ヤカイン州には石油
タンカーが横づけできる港湾がないため、その整備が課題となっている。
天然ガスは韓国の大宇グループが開発する「A－ 1」および「A－ 3」鉱区から産出するも
のが送られる（MFNL　2009/07）。しかしながら供給体制が整っておらず、大宇インターナショ
ナルはパイプラインのほか海上・海中生産施設、桟橋、ガス供給施設などを整備する。工事の
一部は現代重工業が請け負う（MFNL　2009/07）。大宇インターナショナルを中心とする企業
グループは 2009 年 6 月 CNPCと 25 年から 30 年にわたり天然ガスを供給する契約を結んだ。
大宇は1日あたり1500立方フィートのガスを少なくとも25年間にわたって供給する。この間、
大宇は 100 億ドルを超える収益を見込んでいる。総事業費は石油パイプラインがおよそ 15 億
ドル、また、天然ガス・パイプラインが 10 億 4935 万ドル、それぞれ見込まれている。これら
の費用は CNPCが 50.9％、ミャンマーのミャンマー石油ガス公社（MOGE）が 49.1％、それ
ぞれ負担することになっている。中国への供給は2013年4月の開始が見込まれている。（MFNL
　2009/07　2010/03）。
現在、2003 年に発表したロードマップの手順に従って民政移管のプロセスが進められている
が、政府の発表によれば 2010 年に 20 年ぶりになる総選挙が実施される。日本をはじめ欧米各
国は自由で公正な選挙の実施を求めている。しかし、現状ではかなりの制限選挙の可能性が高
い。選挙の実施が直ちに援助の再開につながるか、現状では予断を許さない。他方で、人権・
民主化問題を踏み絵のようにし、それが進まないから他を一切止めてしまうことに疑問の声も
ある。特に、ミャンマーは最後発国であり、貧困は依然もっとも深刻な問題である。たとえば、
乳幼児の年間死亡者数はおよそ 9万人に及んでいる。貧困削減は人道的に意味があるのみなら
ず、民主化にも資する。日本政府は新 ODA大綱とこうした考え方とどうバランスをとるのか、
難しい対応を迫られている。
3）　ベトナム：優位性を保つ日本
今、ベトナムの経済発展が注目されている。人口はおよそ 8500 万人で東南アジアではイン
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ドネシアに次いで多い。人口ピラミッドは若年層が厚い構成になっており、当面、高い人口増
加率が見込まれる。豊富で質の高い労働力、豊かな天然資源にも恵まれているところから高い
発展ポテンシャリティーを有しているとみなされている。日本政府も 1990 年代以降支援を本
格化させており、「ベトナムは ASEAN10 カ国の中でインドネシアに次いで第二の人口規模を
もち、我が国にとって製造拠点、輸出市場、天然ガスや石油といったエネルギーの潜在的可能
性をもっており、我が国の援助はベトナムの投資・貿易・ビジネス環境の改善を通じて日ベト
ナム間、日 ASEAN間の経済面での好循環につながることも期待されている」とその支援を意
義づけている（外務省国際協力局編　2007）。近年、海外からの投資も大きく増えている。今
世紀に入り、日系企業は中国一国に集中するリスクを回避する目的で潜在力の高いベトナムへ
の投資を増大させている。いわゆる「チャイナ＋ワン」である。現在は、一人当たり GDPが
1000 ドル（2008 年暫定）を超えてきており、市場としても魅力が出てきている。
ベトナムは 1980 年代半ば以降、大きく変わりはじめた。1975 年に 15 年もの長い内戦に終止
符が打たれ、社会主義国家として南北が統一された。1970 年代の後半南部を中心に生産手段の
国有化、農業の集団化が実施され、社会主義経済の樹立を目指した。しかし、生産のサボター
ジュや社会主義化を嫌って多くのベトナム人が国外に脱出するなど社会は混乱を極めた。この
ように国内基盤が必ずしも安定していなかったにもかかわらず、1979 年にはカンボジアに侵攻
しポルポト派を追放し、親ベトナムのヘンサムリン政権を樹立した。しかし、そのことがポル
ポト派を支援していた中国の反発を買い、中越戦争を引き起こすことになった。1980 年代に入
り経済の建て直しのための改革が実施され、早くも軌道修正が図られた。しかし、いずれも効
果は不十分で抜本的な再建策が模索された。こうした中で 1986 年 12 月の第 6回ベトナム共産
党大会でドイモイ（刷新）と呼ばれる改革開放政策が打ち出された。
一連の改革開放政策の狙いは、計画経済から市場経済への転換を図ることであった。西側諸
国や国際機関もベトナムの市場経済化を促進する目的で支援を強化した。1991 年には対立関係
にあった中国との国交が正常化され、以降、周辺諸国との関係改善が大きく前進し、とりわけ
イデオロギーの相違を主因とする対立関係は急速に退潮に向かった。1995 年には ASEANに
加盟し、先加盟国との一体化が進んだ。市場経済の導入で経済は活気づき、経済成長の高まり
がみられた。海外からの投資が相次いだことも経済活性化の重要な要因である。1997年に起こっ
たアジア通貨危機で一時的に経済停滞を余儀なくされたが、早期に克服し、それ以降は 6～ 7％
台の成長を続けている。2001 年に、「2001 ～ 2010 年社会経済開発戦略」で 2020 年までに工業
国の仲間入りを目指す目標を明らかにしている。2006 年第 10 回共産党大会では、① 2020 年の
工業国実現のための基盤作り、② 2010 年までに 2000 年の GDPの 2.1 倍を実現、③ 2006-10
年の成長率 7.5 ～ 8.0％を実現、などの目標を掲げている（外務省国際協力局編　2007）。この
年に打ち出された社会経済 5ヵ年計画は、貧困削減戦略ペーパー（PRSP）として位置づけさ
れている。
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日本のベトナムに対する支援は、1959 年の賠償をもって始まった。1978 年のカンボジア侵
攻の際は、援助が中断された。前述のように 1986 年 12 月ベトナムは改革開放政策を打ち出し、
市場経済化に向けて踏み出した。日本政府もこれに呼応して、市場経済化を推進させる目的で
支援を本格化させた。現在は二国間援助では最大の援助供与国になっている。2003 年に直接投
資の誘致目的で「競争力強化のための投資環境改善に関する日越共同イニシアティブ」に合意
し、そのための行動計画が打ち出された（外務省国際協力局編　2007）。2004 年 4 月には対ベ
トナム国別援助計画を策定した。これによって、①制度・政策環境の状況を含む諸項目の状況、
達成度を評価すること、②中期的なビジョンを討議する政策対話をベトナム政府と行うことに
より要請主義を超えた対話型の案件形成を志向すること、③各ドナー、NGO、大学、地方公
共団体、などの幅広い関係者との連携によって効果的な援助をめざすこと、等々の援助原則を
確認した。2009 年の改定・国別援助計画においても日越共同イニシアティブやさきの国別援助
計画を基本的に引き継ぎ、経済成長の促進、貧困削減および環境保全を三つの開発課題とし、
次の四つの重点分野を定めている。①ビジネス環境整備・民間セクター開発、資源エネルギー
の安定供給、都市開発・運輸交通・通信ネットワーク整備などを柱とする経済成長促進・国際
競争力強化、②基礎社会サービス向上、地方開発・生計向上を目的とする社会・生活面での向
上と格差是正、③都市環境管理および自然環境保全を目指す環境保全、④行財政改革、法整備・
司法改革を通じてのガバナンスの強化、などがそれである（外務省 e　2009）。
2004年から08年にかけての形態別援助実績は、第4表に示すとおりである。金額はもちろん、
円借款が多いが、この 5年間は年 800 億円台から 900 億円台で推移している。円借款は交通運
輸、下水排水処理などの社会経済インフラ整備に当てられているため金額もふくらみ勝ちであ
る。累計額も 1兆 3743 億円と CLMVの中では突出して多い。たとえば 2008 年の主な円借款
プロジェクトをみると、ハノイ市都市鉄道建設計画や第二期ハノイ水環境改善計画などがある。
前者は市北部のノイバイ国際空港から市南西部のハドンまでのもっとも優先度の高い区間（ナ
ムタンロン～チャンフンダオ）の都市鉄道を建設する。供与限度額は 146.9 億円である。また、
後者は、首都ハノイの下水・排水施設を整備するもので、供与限度額は 292.9 億円である。無
償資金協力については、主に基礎生活分野や社会開発分野に向けられている。2008 年の主な案
件としては、ホーチミン市タンカンカトライ港税関機能強化計画がある。これは通関時間の短
縮および貨物内隠匿物探査能力の向上を図るため、大型 X線貨物検査機材および関連施設の整
備を行うための資金提供である。供与額は、8.67 億円である。2008 年の無償資金協力の金額
は約 26.7 億円、これまでの累計額は 1265 億円であった。技術協力では、成長を支える人材の
育成、生活・社会面での改善を図るため保健・医療・農業および防災分野での協力、制度整備
として法・司法改革などの協力をそれぞれ実施している。主な案件として、国立衛生疫学研究
所能力強化プロジェクトやハノイ交通安全人材育成プロジェクトなどがある。前者は鳥インフ
ルエンザを含む高危険度病原体が国際基準に従って適切に取り扱われるようバイオセーフティ
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規則や運用マニュアルの整備、研修教材の開発などを行うため専門家の派遣等々を行う。後者
は、ハノイ市の交通安全対策を改善するための人材育成、研修コースの立ち上げ、行政官の人
材育成などを目的として専門家を派遣する。2008 年の技術協力の額は、約 60 億円で、累計額
は 836 億円であった（外務省 e　2009）。
ベトナムの投資環境が整備されるにつれて外国投資が増大してきている。1988 年から 2007
年までの各国別の累計投資額をみると、韓国、シンガポールそして台湾が上位 3位を占め、い
ずれも 100 億ドルを超えてきている。韓国、台湾は小口投資が多いせいか、件数は、1800 件前
後に達している。日本は 928 件、90 億ドルで第 4位につけている（ジェトロ海外調査部編　
2008）。しかし、後述のように、大型案件が目白押しであり、受注しだいでは大きく伸びる可
能性がある。中国は 536 件、17 億ドル程度で順位も 11 位に過ぎない。つまり、直接投資はそ
れほど多くはないが、現在、中国本土で賃上げを要求するストライキが多発しているところか
ら今後はベトナム・シフトが起こる可能性がある。ただし、台湾および香港からの累計投資額
がそれぞれ 105 億ドル、58 億ドルに達しており、中国の潜在的なプレゼンスはもっと高いとみ
るべきであろう。（第 5表）中国企業によるベトナムへの直接投資が増え始めたのが 2000 年前
後である。1999 年に TCLがハノイにテレビ工場を建設した。2001 年には力帆集団がオートバ
イ工場を、また、新希望集団が飼料工場をそれぞれ建設した。2006 年には力帆集団は自動車「力
帆 250」の販売を開始した（池部　2007）。
日本とベトナムとの貿易や投資の一層の促進を目的として、2003年日越投資協定が調印され、
翌 2004 年に同協定は発効した。2005 年より経済連携協定（EPA）の二国間協議に入り、2008
年 12 月両国政府は EPAに署名し、同協定は 2009 年 10 月に発効した。今後 10 年間で貿易額
第 5表　ベトナムへの国投資 (1988-2007 年累計）
（金額：100 万ドル）
順位 国名 件数 累計額
1 韓国 1837 13533.6 
2 シンガポール 543 10739.2 
3 台湾 1788 10528.1 
4 日本 928 9037.8 
5 英国 192 6856.5 
6 香港 452 5824.0 
7 マレーシア 246 2821.2 
8 米国 375 2795.8 
9 オランダ 84 2592.5 
10 フランス 195 2419.2 
11 中国 536 1699.0 
12 タイ 168 1666.9 
13 オーストラリア 167 869.6 
出所） JETORO『ジェトロ貿易投資白書 2008』　
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第 4表　日本の援助形態別実績
（単位：億円）
年度 円借款 無償資金協力 技術協力
2004 820.00 49.14 85.55 
2005 908.20 44.65 74.02 
2006 950.78 30.97 72.94 
2007 978.53 21.19 80.94 
2008 832.01 26.63 59.65 
累計 13743.45 1264.89 835.64 
出所） 外務省国際協力局編『政府開発援助（ODA）
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の 92％で関税が撤廃される。円借款で整備されたインフラとして、国道 5号線、第二国道 1号
線、カイラン港の建設、ハイフォン港の拡張などがある。日本のベトナムへの投資は 1990 年
代に入って増え始め、1997 年のアジア通貨危機まで順調に拡大したが、その後は危機の影響で
1998 年から 2003 年までの 6年間は低迷した。そして、2004 年頃から急拡大し 2008 年には投
資認可額は約 73 億ドルと過去最高に達し、投資件数も 105 件に及んだ。ただし、これは石油
精製案件（63 億ドル）の影響が大きい。日本企業の今後の投資動向としては、①大型事業案件
へのさらなる進出（事務機器や電子機器関連の組み立て事業、鉱産物精錬、加工事業、原子力
発電、新幹線建設など）、②裾野産業への進出（部品製造、機械加工、金型製造など）、③組み
立て事業支援、④不動産等サービス事業への進出（ホテル、アパート、訓練学校、技術コンサ
ルタント、レンタル工場事業など）、⑤間接投資（株式化された国営企業への出資、証券市場
への参入など）、などが見込まれる（市川　2009）。
特に、ベトナムでは大型案件事業が動き出している。まだまだベトナムは発展途上であり、
物的インフラの整備が焦眉の課題になっている。その中でも大きな関心をよんでいるのが、ベ
トナムを縦断する南北高速鉄道で、ベトナムの三大国家プロジェクトの一つとされている。ハ
ノイとホーチミンを結ぶ全長 1560 キロメートル、総工費 560 億ドル（約 5兆 3600 億円）のビッ
グ・プロジェクトである。一時日本の新幹線方式の導入が伝えられたが、採算性が問題とされ
国会で見送りが決まった。2008 年には重化学工業化を打ち出しているところから石油精製事業
など各種事業が動き出している。わけても、ベトナム最大の企業である国営ペテロベトナムの
野心的な投資計画が注目されている。同社は総額 3兆円にも上る各種投資計画を打ち出してい
る。その主なものは、ロンソン製油所の新設（60 億ドル）、ズンクワット製油所の拡張（20 億
ドル）、ブンタウ備蓄基地建設（1億ドル）、フォックアン港の整備（11 億ドル）、ソンハウ 1
石炭火力発電所建設（16 億ドル）、ラオスのルアンプラバーン水力発電所建設（28 億ドル）、
西ハロン都市区の開発（22 億ドル）、ホンコイ工業団地（2億ドル）、ペテロファイナンスへの
出資（3億ドル）、などである。これらの大型案件に対しては日本の企業にも参加を呼びかけて
いるが、規模が大きいところから官民パートナーシップ方式（PPP）の導入が検討されている
（「日本経済新聞」2010 年 5 月 25 日付け）。なお、バリアブンタオ省のロンソン地区には 100 億
ドルを投じて石油化学コンビナートを建設するプロジェクトが始動している。操業開始を 2014
年に見込んでいる。
ベトナムは 2020 年に工業国入りを目指しているが、増大する電力需要をどうまかなうかも
大きな課題になっている。火力発電や原子力発電のプロジェクトが具体的に動き出している。
前者では、2010 年日本企業がベトナム電力公社から大型の石炭火力発電所の建設を受注した。
この発電所はタインホア省のギソン 1石炭火力発電所で発電能力は 30 万キロワット、事業費
は 900 億円の大型案件である。ベトナム電力公社は事業費を円借款で調達する。円借款環境基
準を満たすため効率的な燃焼が可能なボイラーの設置が義務付けられている（「日本経済新聞」
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2010年6月1日付け）。原子力発電についてもベトナム政府は野心的な計画をたてている。従来、
4基の原子力発電所を建設する予定でいたが、それを一気に 8基に倍増し、総事業費も倍増の
3兆円を見込んでいる。建設計画を 2段階にわけ、第 1段階で 4基、第 2段階でさらに 4基を
建設する。当初予定の 4基は、ベトナム南部のニントアン省の 2ヶ所に中型炉を建設する。1
基あたり 100 万キロワットの発電能力をもち、したがって 4基で 400 万キロワットの総発電能
力を有することになる。ニントアン 1は 2020-21 年の操業を目指す。ロシアに発注する方向と
伝えられる。ニントアン 2は日本とフランスほかが争っている。政府は海外での原子力発電所
建設の受注にむけて、電力会社などの民間企業と合同で事業化調査を行う会社を設立するほか、
原発機器の輸出を可能にする協力協定の交渉に入るなど、官民一体となって取り組む姿勢をみ
せている。第 2段階の建設地や整備計画はまだ決まっていない（「日本経済新聞」2010 年 5 月
19 日付け）。
他方、中国とも経済交流が深まっている。前述のように 1979 年の中越戦争で両国の関係は
極度に悪化したが、1991 年には国交の正常化が図られた。以降、現実的、実利的な発想で経済
的な結びつきが強化されている。1990 年代に入ってから中越の貿易は拡大の一途をたどってい
るが、1999 年には中越間陸上国境取引および 2000 年に領海確定問題が解決し貿易拡大に弾み
がついた。今世紀に入ってからも昆明～ラオカイ～ハノイ間ルートおよび南寧～ランソン～ハ
ノイ間のいわゆる南北回廊が整備され、陸上の国境貿易が増大している。現在、貿易について
は、中国は輸入では第 1位、輸出では第 3位になっている。ベトナムから中国へは石炭、石油、
鉱産物、乾燥果実、木材、バター、天然ゴム、豆類、水産物などの一次産品がもっぱら輸出され、
他方、中国からは機械、プラント設備、工業製品、化学製品、工業機械、電子部品、建設資材、
食品・果物、日用雑貨、医薬品などを輸入している（畢　2010）。しかし、1999 年以降毎年ベ
トナム側の入超が続いている。現在、ベトナムの最大の輸入先が中国になっていることは注目
すべきことである。工業化に不可欠な機械、設備、部品などを中国の輸入に頼るとともに、中
国製の雑貨、日用品が人々の暮らしに深く浸透している。ベトナムの市場で売られている家電
製品、履物、旅行かばんなどは広く中国製品が出回っている。このことはベトナムではまだ低
所得者層が多く、低価格の中国製品が彼らの需要にフィットしているとみることができよう。
（第 6表）しかし、中越間には西沙南沙諸島の領有をめぐる懸案の事項がある。2010 年 7 月に
開催された ASEAN地域フォーラムでこの問題が取り上げられたが、二国間問題として処理し
ようとする中国に対し、ベトナムはこの海域の領有を主張するフィリピン、マレーシアととも
に多国間で解決することを主張しており、両者の溝は埋まっていない。
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第 6表　ベトナムの主要国 ･地域別輸出入（2007 年）
（金額：100 万ドル）
金額 構成比（％） 伸び率（％）
輸出総額 48561.4 100.0 21.9 
米国 10089.1 20.8 28.9 
日本 6069.8 12.5 16.0 
オーストラリア 3556.9 7.3 -2.6 
中国 3356.7 6.9 10.8 
シンガポール 2202.0 4.5 35.0 
ドイツ 1855.1 3.8 28.4 
英国 1431.4 2.9 21.3 
マレーシア 1390.0 2.9 14.4 
輸入総額 62682.2 100.0 39.6 
中国 12502.0 19.9 69.2 
シンガポール 7608.6 12.1 21.3 
台湾 6916.6 11.0 43.4 
日本 6177.7 9.9 31.4 
韓国 5334.0 8.5 37.8 
タイ 3737.2 6.0 23.2 
マレーシア 2289.7 3.7 54.5 
香港 1941.4 3.1 34.7 
インドネシア 539.8 3.2 60.6 
韓国 486.9 2.9 -2.4 
米国 248.1 1.5 -48.1 
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以上みてきたように、日本はベトナムに対しては官民あげて注力してきた。現在、経済援助
の額ではベトナムが最も多く、日本政府の力の入れようがわかる。インフラの分野は採算性の
観点から一般に民間企業が進出しにくいが、ハノイの上水道事業のように日本の ODAをうま
く民間の商機につなげるような好例もみられる。ベトナムはまさに高成長の軌道を進行中であ
り、民間企業にもビジネス・チャンスも多々生まれている。他方、中国も投資、貿易を通じて
じわりと影響力を増大させている。中国本土からの投資は、17 億ドル（1988-2007 年累計）程
度でそれほど多くないが、香港のそれが 58 億ドルに上っていることを考慮すると決してその
影響力は小さくない。貿易をみると中国はベトナムの第 1位の輸入国になっている。中国とベ
トナム間の南北経済回廊が整備され、陸上ルートから工業製品や日用品、食糧などが入ってき
ている。地理的優位性と人的ネットワークは中国の強みを生かして中国の影響力がじわりと増
久している。
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むすび
第二次大戦後、日本は一貫して東南アジアとの関係を重視し、多額の経済支援を行ってきた。
この地域への開発協力は賠償をもって始まったこともあり、必ずしも社会主義国を排除してい
たわけではないが、どちらかといえば自由主義体制をとっていた国に重点が置かれていたこと
は確かであろう。日本の ODAが増大するにつれ、タイ、マレーシア、フィリピン、インドネ
シアなどに日系企業による投資が相次いだ。しかしながら、1980 年代の後半から 90 年代初頭
にかけて東南アジアで大きな変化が起こった。すなわち、その第一は、社会主義体制を志向し
ていたインドシナ半島の社会主義国のベトナム、ラオス、ミャンマーそしてカンボジアが一斉
に改革開放に踏み切り、市場経済化を目指したこと、第二に、冷戦の終結によって激しいイデ
オロギー対立が終息し、資本主義陣営および社会主義陣営の間で協力、統合の機運が高まった
こと、の二つを指摘することができよう。CLMVの ASEAN加盟は後者の象徴的な出来事で
ある。
日本は 1990 年代の前半に、支援の重点を先加盟の ASEAN 6 からメコン地域開発に移した。
以降、日本はミャンマーを除くベトナム、ラオス、カンボジアの市場経済化を積極的に支援す
ることになった。他方、中国もほぼ時を同じくして東南アジアに関与を深めた。1991 年には中
越戦争で関係の悪化していたベトナムとの国交正常化にこぎつけた。この時期から両国の影響
力が急速に高まっていくことになる。しかしながら、両国のプレゼンスに明瞭な差がでたのが、
ミャンマーとベトナムである。これには両国の ODA政策を中心とする外交政策が深く関わっ
ているといえよう。もちろん、この差異は外交政策だけで説明することはできない。両国とも
それぞれの国の企業が自国の外交政策に追随することによってプレゼンスの違いに大きな影響
を与えたのである。
日本とミャンマーの関係はミャンマーの独立後一貫して良好であったが、1988 年の軍による
民主化運動弾圧で急速に冷却化した。日本は人権および民主化の尊重を外交の基調とし、経済
制裁を課したことによりミャンマーとの関係はいちじるしく希薄化した。日本企業も投資を手
控えた。他方、中国は西側諸国の抜けた後を後埋めするかのように援助を増大させ、ミャンマー
との関係を深めた。中国にとっては人権・民主化問題は内政問題であった。国際社会での孤立
化を余儀なくされたミャンマーは、中国の支援を必要とした。また、中国にとってもミャンマー
は政治的、経済的にみてきわめて高い重要性を持っていた。その意義として、ミャンマーはイ
ンド洋にいたるルートにあたっていること、天然ガスをはじめとして鉱物資源、食糧、良質木
材の供給国であること、などを指摘しておこう。特に現在進行中のプロジェクトとして、天然
ガスおよび原油の輸送用のパイプライン建設がある。ミャンマーで産する天然ガスや中東から
輸入される原油をミャンマー経由で中国南西部に送る経済的メリットはきわめて大きい。経済
の死活的重要性をもつエネルギー資源をミャンマー領土を通って中国に送るということは、両
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国の緊密振りを示すものである。中国は貿易と投資を通じてミャンマーへのプレゼンスを高め
ている。
他方、ベトナムについてはミャンマーのような大きな外交上の問題がなく、日本は同国のポ
テンシャリティーにかんがみて重点的に援助を供与してきた。日本の援助の重点は、「日越共
同イニシアティブ」で示されているように投資環境の改善や競争力強化である。現在、日本の
ODAの最大の供与国がベトナムとなっている。日本からの投資は中国のそれを大きく上回り、
日本のプレゼンスが優位性を保っている。とりわけ、高速新幹線、都市鉄道、港湾整備、水環
境整備、火力および原子力による電力生産、石油精製など数多くの大型案件が目白押しである。
これらには日本企業も大きな関心をよせており、円借款の供与が検討されているほか、官民協
力による PPP方式なども検討されている。部品産業や金型製造などの裾野産業の育成も大き
な課題になっている。ここには中小企業の進出余地がある。新 ODA大綱が示すように、ベト
ナムでは ODAと貿易・投資促進策とがある程度有機的に関連していることが伺える。しかし、
東西回廊のようにメコン地域の目玉プロジェクトといわれながら、想定した交通量よりも少な
く、また、道路の開通が地域経済の活性化と必ずしも結びついていないケースもある。
上述のように、ベトナムへの日本企業の進出が目覚しく、日本の影響力は中国を上回ってい
る。しかし、中国のプレゼンスも決して小さいわけではない。中国は、地理的優位性と人的ネッ
トワークを通じてじわりと存在感を高めている。中国の強みは南北回廊のように道路整備がそ
のまま、雲南省および広西チワン族自治区との国境貿易活性化に結びつくことである。現在、
これらの陸路のルートを通じて、工業製品、日用雑貨、家電製品、建設資材、食品、薬など多
数のモノがベトナムに流入してきている。特に、廉価製品は中国の独壇場である。現在、中国
はベトナムの第一の輸入先になっていることは注目すべきである。投資もオートバイや家電製
品などの分野で増大している。しかし、中国本土で賃上げを要求する労働争議も相次いでおり、
将来的にはさらに投資が増える可能性がある。日本のプレゼンスという点からすれば、ミャン
マーとベトナムとは好対照をなしている。その一因は第一義的には日本の援助政策ひいては外
交政策に関わっていることは確かであろう。
参考文献および資料
池部亮「ベトナムの狙いー短縮化が期待される中国・タイとの時間距離―」（2007）（石田正美・工藤年博
編『大メコン圏経済協力』アジア経済研究所）
市川匡四郎（2009）「ベトナムへの日本投資　状況と課題」（日本経済研究所研究会配布資料　計画投資省
外国投資庁海外投資アドバイザー）
上野秀夫（1994）「対外開放政策と東アジア地域経済圏」（河地重蔵・藤本昭・上野秀夫共著『現代中国経
済とアジア』世界思想社）
加藤弘之（2003）『現代中国経済　6地域の発展』名古屋大学出版会
桐生稔・西澤信善（1996）『ミャンマー経済入門』日本評論社
 立命館国際地域研究　第32号　2010年10月 103
外務省経済局（2006 年 2 月）「日本の経済連携協定（EPA）交渉―現状と課題―」（外務省内資料）
外務省アジア大洋州局（2008 年 8 月）「日本と ASEAN」（外務省内資料）
外務省 a （1999 年 7 月）「〔ASEANビジョン 2020〕及び〔ハノイ行動計画〕概要」（http://www.mofa.
go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/arc_99/asean99hanoi.html）
外務省 b （2004 年 12 月）「ビエンチャン行動プログラム（VAP）（骨子）」（http://www.mofa.go.jp/mofaj/
area/asean/vap_k.html）
外務省 c （2006 年 1 月）「経済連携強化に向けた取り組みの現状と見通し」（外務省内資料）
外務省 d （2007 年 1 月）「日本・メコンパートナーシップ・プログラム」（外務省内資料）
外務省 e （2009 年）「日本・メコン関係」（外務省内資料）
外務省 f （2009 年 6 月）「日本とメコン地域との関係・協力　最近の進展」（外務省内資料）
外務省 g （2009 年 11 月）「日本・メコン地域諸国首脳会議（日メコン首脳東京宣言：骨子）」
（外務省内資料）
外務省 h『日本の国際協力』（各年次版政府開発援助〔ODA〕白書）各年次
外務省国際協力局編『政府開発援助（ODA）国別データブック』各年次版
ジェトロ海外調査部編『ジェトロ貿易投資白書』各年次版
ジェトロ・ハノイセンター（2010 年 1 月）「2010 年ベトナム一般概況～数字で見るベトナム経済～」（ジェ
トロ資料）
西澤信善（2000）『ミャンマーの経済改革と開放政策』勁草書房
畢世鴻（2010 年）「中国と大メコン圏開発」（雲南大学東南アジア研究所・GMS研究センター）
東アジア共同体評議会（2005）『「東アジア共同体」構想の現状、背景と日本の国家戦略』政策報告書
ミャンマー総合研究所・ミャンマー経済情報誌　Myanmar Focus　各号
ミャンマー総合研究所　Myanmar Focus News Letter（MFNL）各号
Asian Development Bank（ADB）（1994），Economic Cooperation in the Greater Mekong Subregion: 
Toward Implementation. Hanoi Viet Nam

